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∗  清川雪彦（一橋大学）・王健（城西大学）。なお本研究はHi-stat COEマクロ・歴史統
計班の研究の一部を構成するものである。 
1  詳しくは相原茂・鮫島龍行[1971、第 2 章]を参照。 
2  その規則制定の経過などについては、及川文夫[1993、第 4 章]を参照。 




















以上のような意図を抱えるゆえ、以下の分析は主に明治後半から大正 10 年までの約 20
年間に限定する。また従来、地方レベルの統計組織に関する体系的な資料収集は決して容
易ではないこともあり、我々は、1909 年の『京都府統計の機関及其の事業』や 1916 年栃
木県の『統計調査員必携』など貴重な資料を用いながら、『統計学雑誌』という当時の専
門誌から有用な情報を引き出し、従来より一歩立ち入った分析を展開していくと考える。
その際、 調査員の活動範囲にも配慮し、 分析の中心は農商務統計の情報収集に置いておく。 
  本文の第 2 節では、主に地方統計組織の成立について議論し、中央官庁の統計組織と地
方統計組織の設置状況を確認しながら、府県統計組織と町村統計組織の実態を分析する。
次の第 3 節では、実地調査を担う調査員制度の確立を検討し、調査員の性格を実証分析で
明らかにする。第 4 節はまとめである。 
 
 
2  地方統計組織の成立     
（1）中央官庁統計と地方統計 















も成立し、 学事統計を主管する文部省統計課は 1897 （明治 30） 年に設置されたのである6。 

























                                                  
5  そこでの専任職員数は明治 18 年一時的 41 名にも達していた。 農商務省統計課が成立後、
工務局と商務局の統計課を報告課に、 山林局統計課を掌計課に改められた （細野繁荘[1925]） 。  
6行政管理庁行政管理局統計主幹[1977、198 頁]。 
7  高田太一[1934、36・42 頁]を参照のこと。 
































                                                  
10松田芳郎[1980、11 頁]。 














































それに加え、幾つかの府県が統計課を設置したことは興味深い。例えば、明治 27 年と 31
年刊行の『北海道庁統計書』の編者は庁統計委員長になっていたが、明治 32 年から 36 年
 5までは内務部統計主任に変わっていた。その後は大きく変化した。つまり責任者の個人名
義ではなく、政府組織たる官房長官統計課が明治 38 年から明治 40 年までの統計書の編者
になっていた。しかし次の年から統計課の代わりに統計係の名前がはじめて出てきたので














表 2 には府県統計組織の職員数の変化が示されている。それによると、1915（大正 4）
年には各府県に 2 名以上平均 4.5 名の専任職員が配置されていることが分かる。 その意味で
大正初期までには、 府県調査機構の整備が一応完了したといっても良い。 また1926年には、




  また、1923 年の統計業務を取りまとめる統計係の設置については、北海道内務部統計課
や静岡県内務部調査課のほか、知事官房には 23 箇所、内務部の庶務課、地方課、農商課に
は計 22 箇所ある。ただし 1926 年の地方官官制改正で、統計に関する事項を知事官房の所
掌事務としてはじめて規定されたので、統計課の設置が一気に広がった。昭和 2 年に設立 
                                                  
12 『統計集誌』513 号 38 頁 1924 年を参照。また、明治 38・39 年刊行の『宮城県統計書』
の編者には統計課の名称は一時的に出ている。 
13  静岡県は大正 11 年に知事官房統計係をもとに内務部調査課を設置し大正末期から地方





人数 人数 事務範囲 人数 所属 人数 組織名 人数
北海道 4 -- -- 17 統計課 12 統計課 10 --
青森 -- 4 一般統計事務 2 官房 9 10 8[6]
岩手 4 4 人口・産業・統計書 5 庶務課 10 9 13[8]
宮城 7 8 一般統計事務 5 地方課 6 7 16[8]
秋田 4 5 人口・産業・統計書 4 庶務課 8 8 9[6]
山形 5 5 一般統計事務 3 官房 7 統計課 9 11[10]
福島 3 3 人口・産業・統計書 5 農商課 13 [昭和2] 14 17[13]
茨城 7 5 一般統計事務 6 官房 14 統計課 14 14[12]
栃木 5 6 一般統計事務 5 庶務課 10 [昭和2] 8 8[6]
群馬 6 6 一般統計事務 6 地方課 13 14 11[9]
埼玉 5 6 一般統計事務 6 地方課 13 15 9[8]
千葉 8 8 一般統計事務 9 官房 17 文書統計課 16 12[11]
東京 6 6 一般統計事務 6 庶務課 11 統計課 15 8[6]
神奈川 3 3 人口・その他・統計書 4官 房 1 6 [昭和2] 13 11[8]
新潟 5 8 各課に分離 7 官房 11 11 16[13]
富山 3 4 一般統計事務 5 官房 14 統計課 14 8[6]
石川 4 5 一般統計事務 5 官房 11 統計課 10 8[6]
福井 5 5 一般統計事務 5 地方課 9 10 11[9]
山梨 4 5 人口・その他・統計書 7官 房9 統 計 課 1 1 9 [ 8 ]
長野 4 7 一般統計事務 7 地方課 13 12 16[14]
岐阜 4 4 一般統計事務 4 官房 8 8 18[10]
静岡 3 6 人口・その他・統計書 12 調査課 16 [昭和2] 18 13[12]
愛知 6 6 人口・産業・統計書 6 官房 22 21 18[15]
三重 7 7 一般統計事務 6 官房 15 [昭和2] 18 15[11]
滋賀 3 5 人口・産業・統計書 5 官房 5 9 12[10]
京都 4 4 人口・その他・統計書 4 庶務課 16 統計課 12 18[12]
大阪 7 7 一般統計事務 10 官房 15 [昭和2] 24 7[6]
兵庫 5 6 一般統計事務 8 官房 15 [昭和2] 28 25[20]
奈良 4 4 人口・産業・統計書 4 庶務課 9 統計課 14 10[9]
和歌山 4 4 一般統計事務 4 官房 10 [昭和2] 10 7[6]
鳥取 6 7 一般統計事務 7 官房 9 9 6[5]
島根 3 4 人口・統計書 4 庶務課 12 統計課 9 12[10]
岡山 5 5 一般統計事務 9 官房 17 統計課 12 19[15]
広島 4 7 一般統計事務 4 官房 12 12 16[13]
山口 5 4 人口・統計書 5 地方課 11 13 11[9]
徳島 2 2 人口・統計書 3 地方課 8 7 10[8]
香川 5 5 一般統計事務 4 官房 9 8 7[6]
愛媛 2 5 一般統計事務 4 庶務課 11 9 12[10]
高知 5 7 一般統計事務 6 地方課 11 統計課 11 7[6]
福岡 7 7 一般統計事務 6 官房 19 [昭和2] 19 19[18]
佐賀 3 4 人口・産業・統計書 4官 房8 8 8 [ 7 ]
長崎 3 3 人口・産業・統計書 4 庶務課 9 [昭和2] 10 7[6]
熊本 4 5 人口・産業・統計書 4 地方課 10 11 12[10]
大分 5 4 一般統計事務 2 官房 15 14 12[10]
宮崎 4 5 一般統計事務 7 地方課 6 8 8[6]
鹿児島 2 3 人口・統計書 2 庶務課 6 15 11[8]
沖縄 4 4 一般統計事務 5 地方課 9 7 3[3]
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県には統計主任設置に関する独立の規程が定められている （表 4） 。 さらに滋賀県の場合は、
明治 35 年は内務部に統計係が設置されたが、各郡に統計主任が置かれたのは 1906（明治
39）年である17。この年の 6 月、県は「郡市町村統計事務取扱規程』を定め、郡市役所およ
び町村役場に 1 名から 2 名の統計主任ならびに市町村に統計委員若干名を置くべきと規定
された。その後の 7 月には県内 7 郡に、8 月から 12 月までには 4 郡に、合計 13 郡に統計
主任が実際に設置された。しかも、滋賀や伊香など 5 郡は各郡役所に第 1 回町村統計主任
会を開いた。このようにして明治後半には、地方統計機構の下部組織が確実に確立してい
たといって良いように思われる。 
                                                  
15例えば岡山県では、知事官房に統計係が明治 35 年に設置されたが、当初の事務は人口統
計小票の調査および統計書の編纂刊行にとどまっていた。明治 40 年 7 月から、各課の統計
事務を統計係の主管に移し、郡市町村統計材料の収集整理や報告などを直接に取り扱うよ
うになったのである（『統計学雑誌』318 号 330 頁 1912 年）。 
16  このことは明治 26 年農商務省による府県統計主任の設置命令によるかと思われる。 しか
し千葉県は明治 36 年に町村統計主任を設置し、明治 42 年の知事官房統計係の設置よりも
早い（千葉県知事官房統計課[c1934]）。 
17  『統計学雑誌』259 号 352 頁、1907 年。 
 8 
人口統計 農商務統計 両者兼務
194 125 176 495
郡書記 11 6 8 25
町村長 6 0 7 13
助役 53 19 41 113
収入役 4 4 0 8
書記 120 55 113 288
技術員 0 7 0 7
統計調査員 0 34 7 41
参加 63 23 75 161
未参加 131 102 101 334
3年未満 91 63 104 258
3年以上 103 62 72 237
尋常小学校 12 10 18 40
高等小学校 110 64 97 271

























































第 1 分担：府治概覧・臨時統計・町村事務 
第 2 分担：統計書・景況報告・統計費予算・講習会 
郡統計事務打合会の開催等 






(1)各課に統計主任（統計係兼務 21 人） 
第 3 分担：統計書・図編集・文教関係書類の整理
(2)郡（市）統計主任（1～2 人） 
第 5 分担：人口統計の編成進達 
第 4 分担：統計書・産業関係書類の整理 
農務課統計主任：農務統計の調査と報告 





（明治 38 年に町村統計事務取扱注意事項） 

























  京都府の統計係は20、1903（明治 36）年内務部庶務課（当時は第 1 課）に設置された。 
処務細則の中には府統計の編纂に関すること、統計材料の収集に関すること、地方事務及
び管内の景況報告に関すること、郡市区町村の統計事務監督に関することなどが、分掌事






 図1 にも分かるように、府全体の統計事務は 6 つのセクションに分け、各分担には主任
と副主任各 1 名が指定される。例えば第 1 分担には主に府治概覧の編纂配布や臨時統計表
の調製を担当するほか、府域内の統計事務一般や現勢調査簿の作成に関する監督検査の責
任を合わせて持っている。 また第 2 から第 4 分担の中の統計書編纂には、 警察と衛生関係、
                                                  
18  ここでの統計調査員は必ずしも後ほど説明する町村統計調査員を指しているわけではな
い。例えばこの時期の高知県の県専任統計係は統計調査員として呼ばれている（『統計学
雑誌』331 号 392 頁 1913 年）。 
19  郡統計主任の場合は一部の専任職員が見えるが、町村統計主任は基本的に戸籍や勧業事
務をしながら統計を兼任している。 ただし兵庫県は1920年から町村専任吏員の設置を促し、
1922 年には 108 村の設置があった（『統計学雑誌』455 号 182 頁 1924 年）。 
20  ここでの議論は専ら[京都府内務部統計係][1909] （この資料が各府県との統計組織に関す
る情報交換のために作られた）による。また京都府は「各府県統計機関及其事業」という
詳しい調査項目を含んだ調査を明治 42 年全国の各府県に依頼した（その詳細は『統計学雑




務が第 6 分担に実行されている。 
  また、郡市区町村統計主任の設置に関する規程（表 4 参照）があって、統計主任の設置
が要請されている。町村統計主任を対象にする第 1 回郡市区町村統計講習会および打合会
が明治 36 年末に開催したことがあるので21、府下 1 市 2 区 18 郡 281 町村には、1 名また
























                                                  
21  明治 40 年は第 3 回の開催になっている。 統計係員が各郡市役所に出張し、 郡市の主催で
郡市ごとに 1 日若しくは 2 日程度の統計事務に関する会議は開催していた（また各郡は郡
内の統計講習会規程を作ってある）。 
 12 
3  統計調査員制度の確立と調査員の性質   








の後、「郡市町村統計事務監督内規」（明治 35 年内訓 4 号）、「岡山県統計書編纂規程」
（明治 40 年訓 481 号）、「米収穫調査法」（明治 42 年実施）、「勧業統計事務取扱規程」
（明治 44 年内訓 11 号）、「岡山県統計講習会規程」（明治 44 年）、「統計事務奨励法」
（大正元年から実施）、「郡市町村現勢調査簿に関する規程」（大正 2 年訓令 9 号）など
が次々とつくられて22、統計組織の運営を制度創りの側面から保障・強化した。 
  とりわけ調査統計のことを念頭にすると、その現場においての調査体制の整備は何より















                                                  
22詳しくは『統計学雑誌』318・319 号 330-336・372-374 頁 1912 年、326 号 220 頁 1913
年を参照。全国一部の郡も、様々な訓令や規程を出している（岡山県や滋賀県の事例は『統
計学雑誌』325・259 号 189・352 頁 1913・1907 年を参照されたい）。 
 13い。その後、地方統計機構やその法的基盤の整備が着々と進んできたことが、既に述べた
通りである。 
これまでの研究には、 1921 （大正 10） 年 「農商務統計報告規則」 がより注目されている。





通して調査することが義務付けられている。それゆえ 1921 年から、つまり 1920 年の国勢
調査以降、 日本の統計調査には調査員が利用し始めたとのことが、 一般的に言われている23。  
しかしここで、統計調査員制度の確立に関しては、単なる中央当局が公布した規則から
















いる。 我々の調べにより、 1917 年までに調査員の設置を指定した府県は 18 府県にのぼる。
つまり調査区が設定される以上、各区に具体的に調査を担当する調査員の設置が一般的に
要求されている。 もっとも、 この 18 府県ということは全国の過半数を超えていないが、 我々
の集計作業の方法や資料の制限などのことを考慮に入れれば、大正前期までには全国多数 
                                                  
23原政司[1980、278 頁]はこの規則の公布を以って、調査員調査体制が確立したと指摘して
いる。 
24及川文夫[1993、第 6 章]はこの問題に対して詳しく検討している。 




































































いは米麦繭織物などの重要物産の収穫高調査に限っている。 中には群馬県の規程は 1900 （明
治 33）年既に出され、他県をリードしているが、明治 37 以降に公布された規程はほとんど
である。 
  我々の調査により、農業生産統計の範囲を拡大した 1904（明治 37）年の農商務統計様式
の改定に伴い、米と麦、繭と蚕糸などに関する「重要物産統計調査規程」が制定・公布さ
れたのである。そこには26、「第１条  明治 37 年 9 月農商務省訓令第 11 号農商務統計様
式中米、麦、繭、蚕糸等重要物産に付ては本規定に依り別記様式の小票を用き之を調査す




の調査委員 1 名若は 2 名を設けその区内の調査を担当セシムへし  第 3 条  調査委
員は市町村長を委員長とし委員には相当の地位名望を有し産業の状況に精通しかつ綿密に
して統計調査に適するものを選任すへし……」などのことが書かれている。 




わち表 4 からも分かるように、明治 37 年の三重県「重要物産中米の産額及作付反別調査方
法」をはじめ、翌年には宮城や千葉、滋賀、明治 42 年の岡山などの府県は、地方の情勢を
勘案した上で調査の手続きや注意事項を出している。 
  したがって以上我々の確認したところ、明治 27 年から始まった調査員制度は、遅くても
10 年後の明治 37 年から重要物産の統計に限ってようやく実行可能な状況になったように
思われる。さらにその 10 年後、大正 3 年様式改正で地方統計調査員の設置はいっそう拍車
がかかった。大正 3 年の様式改正でその制度はおよそ定着し、各府県に普及し全国的に広
がっていたと考えられる。 
                                                  
25 18 府県のほか、北海道、福島、大阪、福岡には、調査員が活動していることが分かる。 































                                                  
27  例えば第 2 回目会議の内容は、細野繁荘[1909]に見られる。また地方での統計協議会も
行われている（例えば九州沖縄 8 県聨合農工商統計主任会は大正 4 年は既に 5 回目の開催
になる）。 
28  『統計学雑誌』392・393 号 460・30 頁 1918・1919 年。 
29  『統計学雑誌』309 号 31 頁 1912 年および千葉県知事官房統計課[c1934、27 頁]を参照
せよ。 
30  『統計学雑誌』381 号 35 頁、1918 年。 
31  細野繁荘[1918]参照。 
 17れたと判断したい。 
もとより調査員の仕事は、一定の専門性が必要とされる故に誰でも簡単にできることな
く、 調査の実施や調査表の記入等には多少の熟練が欠かせない。 例えば栃木県の場合32、 1915













定められた調査員報告表は合計 114 表にも達しており、 1 月 10 日 （食用農産物表の提出日）
からこの年の 12 月 10 日（1 反歩当り肥料使用量定期調）までには、農業だけでなく、林
業や畜産、織物の生産、撚糸や味噌などの統計が要求され、調査員による調査表の提出期
限が詳しく規定されている。 





地で開催したケースも見られる。 例えば兵庫県第 4 回講習会は 1917 年県内 4 箇所で開催し
                                                  
32  秋野直一[1916]を参照。 




文聡は横山雅男に次ぐ第 2 位であった。 ただし地方統計職員が比較的に流動的であるゆえ、
講習を受けた職員の割合は必ずしも高いとは言えない。例えば大正 4 年の宮城県では、講
習を受けた県庁・郡市・町村（含む農会役員）職員比率は、それぞれ 34％・19％・24％に
なる（『統計学雑誌』347 号 105 頁 1915 年）。また表 3 での大分県の比率は 33％しかな
い。したがって戦前講習会の開催は経常業務の 1 つになっていた。 












には年額 15 円以上の報酬支払いを県から通牒したとの記録が見られる。 
図 2 は町村統計調査費の推移を示す。それによると、調査員制度が比較的に早く整備し
た千葉県では、1918 年までに各町村統計調査費は平均 105 円前後でやや安定しているが、
その後上昇し 1921 年には既に 155 円になり県の総額は 5400 円に達している。中には調査
員手当の割合は 80％弱で横ばいであるが、印刷や紙に関する支出はやや上昇気味になって
いる。また、1919 年の奈良県は平均 10 人の調査員が各町村にいる39。計 7500 円の町村統
計調査費のうちに 60％は調査員手当であって、1 人平均で約 3 円との計算になる。 
それで実際には、いったい誰が調査員になってくれたのであろうか。表 5 には統計調査
員の職務分類が表わされている。 8 郡 1 市を抱える 1916 年の栃木県は 183 町村があって計
1656 の調査区が設置されている。その数は 1920 年の国勢調査の調査区の 42％しかないの




か存在しないに対し、南犬飼村や小山村のそれは 26 名以上になっている。この時期の調査 
 
                                                  
35  『統計学雑誌』378 号 378 頁、1917 年。 
36  『統計学雑誌』342 号 373 頁、1914 年。 
37  岡山県に表彰された町村統計主任の事例を参照。 千葉県は大正 2 年から調査員の表彰を
始めた（『統計学雑誌』323・340 号 91・278 頁 1913・1914 年）。 
38 『統計学雑誌』359・467 号 122・174 頁 1916・1925 年。また大正 4 年の福井県丹生郡
の規程にも任期（2 年、再任可）や調査員に対する報酬支給が決められている。 



































































宇都宮河内 上都賀 芳賀 下都賀 塩谷 那須 安蘇 足利 合計
82 12 12 03 51 63 11 5 1 61 8 3
8 210 146 252 404 178 302 72 84 1656
[151] [345] [507] [418] [688] [316] [751] [348] [360] [3884]
農会員 9 47 72 93 238 85 164 67 27 802
区長 0 130 30 56 118 56 69 8 9 476
篤農家 3 22 42 88 0 0 59 22 11 247
青年会員 0 0 4 28 46 18 66 16 28 206
役場吏員 0 11 0 0 0 0 1 17 1 30
町村会議員 0 0 6 13 0 0 0 0 3 22
その他 0 0 2 0 0 19 5 4 11 41


























































その結果、農会員は 802 名で全体の 44％に達し最も多い。篤農家の 247 人および青年会員
の 206 人を加えると全体の約 70％になるので、調査員は基本的に農業に精通し体力や情熱
を持つ方々に担任されることが見出されてくる。 




                                                  
40例えば宮城県七北田村は各種の調査を村農会農事奨励員 2 人（有給）に委託した（『統計
学雑誌』377 号 334 頁 1917 年）。 



















4  終わりに   
 明 治 30 年代に入ってから地方統計組織の整備と相まって、統計協会を作る機運も高まっ
てきた。例えば明治期においては、北海道や宮城、福島、高知、徳島など府県には統計協
会の設立があって、また広島県の統計協会も大正 2 年に設立した。一部の協会は統計雑誌
を刊行したこともある。例えば宮城県統計協会の会報は年 3 回刊行し、明治 37 年は既に第









した。分析により以下の 3 点は見出されよう。まず第 1 には、地方統計組織、とりわけ府
県統計係や郡市町村統計主任の設置は、大正期に入る前に全国的にほぼできていると思わ




43  『統計学雑誌』426・392 号 384・460 頁 1921・1918 年。 




また第 2 には、調査統計に欠かせない町村統計調査員の設置が、明治 30 年代に入ってか
ら始まって、 明治 37 年重要物産統計調査規程が公布した後より本格的になり、 10 年後の大














   











                                                  
45  大正 10 年以後、調査員制度は全国的により統一した形で展開され、その人数もおよそ
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